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研究成果の概要（和文）：ドイツの土地以外に対する強制執行法制において，差押えの効力は，当初，金銭債権
者と債務者財産との間の強制執行手続外における関係が，国家を経由して表れるものであった。そして、それが
担保物権という形式で表現された。後に，差押えに伴い差押債権者に付与される差押質権から処分権ないし換価
権が分離された。これにより，差押えの効力として，換価権と処分禁止効が認められることとなった。ドイツの
強制執行法制における議論は，民事実体法に関する統一的な法典に先行して進められたことから，独自の実体法
上の規律を内包したものとなった。このことは，その後の民事実体法に関する統一的な法典の編纂及びその後の
議論に影響を与えた。

研究成果の概要（英文）：In German, the effect of a attachment was initially a relationship between 
the creditor and the debtor property. It was then expressed in the form of a security interest. 
Later, the right of disposition or the right of realization was separated from the pledgee upon 
attachment. As a result, the right of realization and the effect of prohibition of disposition were 
recognized as the effect of attachment. 

研究分野：民法

キーワード： 差押え　民事法

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　ドイツ強制執行法における金銭債権者と債務者財産との間の関係の理解は，日本法の議論においても参考にな
るものと考えられる。また，上記のように金銭債権者と債務者財産との間の関係が，強制執行法制上，担保物権
という形式で表現されたことは，金銭債権と担保物権との共通性・類似性を示唆するものであり，両者の実体法
上の位置づけを探っていくうえで，参考になるものと考えられる。ドイツの強制執行法制における議論が，民事
実体法に関する統一的な法典に先行して進められ，ドイツの強制執行法制が独自の実体法上の規律を内包し，そ
の後の民事実体法との間で相互に影響したことは，日本法の議論においても参考になるものと考えられる。
　

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 債権は債務者の特定の行為を請求する権利であり、債権を実現する財産との関係は希薄であ
る。それゆえに、債権者は、基本的には、債務者財産との関係を持たない。しかし、こうした債
権者の地位は、差押によって特定の財産と結び付けられることになり、その点で、差押えは債権
者の地位に変化をもたらす重要な契機である。このことは、とりわけ金銭債権において顕著に現
れる。したがって、差押債権者の実体法上の地位を明らかにするためには、債権実現というプロ
セスに即して分析することが必要であり、特に差押えの有する効力と差押債権者の地位との関
係について検討することが必要である。 
 従来の学説において、差押債権者の実体法上の地位について、民法上の各制度におけるその
「第三者性」を肯定する説は、差押えを契機として差押債権者が目的物に対する物的支配を取得
する、掴取力が具体化する等を根拠として挙げてきた。しかしながら、そこでは差押えがいかな
る効力を有しているのか、その効力と差押債権者の地位やその保護のあり方とどのような関係
にあるのかという視点からの議論はあまり行われていない。 
 
２．研究の目的 
 差押えの実体法上の効力および差押えによって債権者の実体法上の地位にどのような影響が
あるかについては，手続法と実体法を通じて若干の規定が存在するだけである。したがって，こ
の問題については，法規上の手掛かりが乏しく，広く解釈に委ねられている。 
 本研究は，この広く解釈に委ねられた問題について，ドイツ法を中心とした比較法研究を行う。
ドイツ法を対象とした比較法研究では，特に差押質権に関する議論を分析対象とし，ドイツ強制
執行法制の背後にある，金銭債権・債権者と債務者財産との関係についての考え方を析出するこ
とを試みる。 
 以上を通じて，日本法における，金銭債権・債権者と債務者財産との関係について基礎的視座
を得，上記問題について一定の解釈論を展開することが本研究の目的である。 
 
３．研究の方法 
 差押えの実体法上の効力および差押えによって債権者の実体法上の地位にどのような影響が
あるかを明らかにするため，ドイツ法を中心とした比較法研究を行う。ドイツ法の分析から日本
法への示唆を得るというのが，本研究の基本方針である。そのため，研究は，ドイツ法の分析か
らはじめ，ドイツ法の分析から一定の示唆を得られたところで，それを反映させる形で，日本法
の研究を進めていく。ドイツ法・日本法の研究は，それぞれ強制執行法の分析からはじめ，その
後に民法の分析を進めていく。これらは，主として文献の収集・分析によって行う。さらに，研
究会等での報告・議論を通じて，研究の精緻化を図る。具体的には，研究実施期間を 4分割し，
以下のように進める計画である。第 1期:この期間は，差押質権の生成過程における思想的背景
を明らかにする。まず，差押質権を導入するに際し，どのような議論があったかという点を明ら
かにする。そして，当時の議論の結果，金銭債権者と債務者財産との関係についてどのような立
場をとり，ドイツ法が差押質権を採用するに至ったのかを明らかにする。第 2期:この期間は，
差押質権導入後の思想的背景の変遷を明らかにする。差押質権は，民事訴訟法典成立後，その法
的性質についての理解が変化した。この変化の過程を追い，その背後にある金銭債権・債権者と
債務者財産との関係についての考え方の変遷を明らかにする。さらに，動産執行についての理解
の変化と，差押えによる処分禁止効の位置づけの見直し等の他の差押えの効力についての検討
も行う。第 3期:この期間は，ドイツ民法における差押え及び差押債権者の法的取扱いについて
明らかにする。そして，第 1期・第 2期の研究成果とともに，比較法研究のまとめを行う。ドイ
ツ民法において差押え及び差押債権者の法的取扱いが問題となるのは，時効，弁済，相殺，不当
利得である。これらの制度における差押え及び差押債権者の法的取扱いに関する議論を検討し，
第 1 期・第 2 期で明らかにした金銭債権者と債務者財産との関係についての考え方を分析視点
として議論の再構成を試みる。そして，比較法研究のまとめを行い，第 4期の日本法研究を行う
ための示唆を得ることを目指す。第 4期:この期間は，ドイツ法の研究から得られた示唆を参考
に日本法を研究し，研究全体をまとめる。ドイツ法の研究から検討の視座を得て，これまでの日
本における議論について新たな視点から検討する。 
 
４．研究成果 
 ドイツ強制執行法の研究を通じて、土地以外に対する強制執行においては，その基礎となるも
のが，金銭債権に内在する債務者の財産についてのある種の処分権であり，その表れが差押質権
であることが明らかとなった。以上の検討から，ドイツの土地以外に対する強制執行法制におい
て，差押えの効力は，当初，金銭債権者と債務者財産との間の強制執行手続外における関係が，
国家を経由して表れるものであったこと，それが担保物権という形式で表現されたことがわか
った。このような金銭債権者と債務者財産との間の関係の理解は，ドイツ民事訴訟法典制定後ま
もなく，変容を被ることとなったが，日本において金銭債権者と債務者財産との間の関係を探っ



ていくうえで，参考になるものと考えられる。また，上記のように金銭債権者と債務者財産との
間の関係が，強制執行法制上，担保物権という形式で表現されたことは，金銭債権と担保物権と
の共通性・類似性を示唆するものであり，両者の実体法上の位置づけを探っていくうえで，参考
になるものと考えられる。そして、ドイツ民事訴訟法制定後に差押えの位置づけをめぐって，差
押えに伴い差押債権者に付与される差押質権から処分権ないし換価権が分離され，処分権ない
し換価権が差押え自体の効力に加えられた。これにより，差押えの効力には，主として，処分権
ないし換価権と処分禁止効が認められることとなった。他方で，差押質権については，処分権な
いし換価権のない担保権として，その法的な性質が問題にされるとともに，差押質権と差押えの
処分禁止効との関係や個別執行におけるプライオリティ・ルールと包括執行におけるプライオ
リティ・ルールの異同が問題とされることとなった。ドイツの強制執行法制における議論は，民
事実体法に関する統一的な法典に先行して進められたことから，独自の実体法上の規律を内包
したものとなった。このことは，その後の民事実体法に関する統一的な法典の編纂及びその後の
議論に影響を与えるとともに，強制執行法制における実体法上の規律もまた民事実体法に関す
る統一的な法典の編纂及びその後の議論から影響を受けることとなった。このような民事実体
法に関する規律状況は，日本法においてもまた観察されるものであり，日本法の下での差押え及
び差押債権者の実体法における位置づけを考える上で，参考になるものと考えられる。 
 ドイツ民法における議論については、主として相殺との関係について検討した。ドイツ民法典
392 条は、自働債権が差押え後に取得されたものである場合、または自働債権が差押え前に取得
されたものであっても、その弁済期が差押え後かつ被差押債権である受働債権の弁済期よりも
後に到来した場合の第三債務者のする相殺を禁止する。このドイツ民法 392 条の前身となる条
文は、部分草案段階には存在せず、第一委員会における審議において付加された。ただし、その
時点では差押えによる処分禁止との関係で議論されていた。その後、弁済禁止との関係で議論さ
れるようになり、差押え後に取得された自働債権の場合以外にも禁止の範囲が広げられた。その
際、債権譲渡の場合とバランスをとることが意識された。ここでは、民事手続法制の整備に際し
念頭に置かれていた相殺の担保としての側面が後退し、履行代用としての側面を強調した議論
がなされるようになった。その後、この規律をめぐっては、債務者の関与しない事由によって、
債務者の法的地位が悪化させられるべきではないとの評価を基礎に議論がなされた。そして、自
働債権の取得時期についての、差押え後に取得された、差押え前に「法的基礎」を有する自働債
権による相殺の許容により、規定の文言からの緩和が許容されている。ここには、民法制定前に
おける、継続的な取引関係を前提とするような、相互の債権債務による決済による取引の円滑化
とその保護としての担保的機能のつながりをみることができる。 
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